参議院議員定数不均衡訴訟における最高裁判所の立法裁量論(2・完) : 平成16年1月14日最高裁判所大法廷判決を中心にして by 合原 理映 et al.
１ はじめに
２ 平成16年１月14日最高裁判所大法廷判決 (以上, 第47巻１号掲載)















の配分は立法政策の問題であるとする｡ すなわち, 選挙制度を定める際には, 憲法46条
(参議院議員の３年ごとの半数改選) から各選挙区の議員数を最低でも二人とされこれ以




合 原 理 映
 最高裁平成21年９月30日大法廷判決 (選挙無効確認請求事件, 最高裁平20 (行ツ) 209号, 判例時報2053号18
頁)｡ 本判決については, 岡田信弘 ｢参議院議員定数不均衡訴訟｣ 判例セレクト2009, ３頁 (2010年)｡ なお,
平成21年大法廷判決は, 紙幅の関係上, 本稿で扱わず今後の検討課題としたい｡
 最高裁昭和39年２月５日大法廷判決 (選挙無効請求事件, 昭和38年 (オ) 第422号, 民集18巻２号270頁)｡ 本
判決については, 芦部信喜 ｢議員定数不均衡の司法審査｣ ジュリスト296号48頁 (1964年), 同 ｢議員定数の
不均衡と法の下の平等｣ ジュリスト増刊・憲法の判例 [第２版] 22頁 (1971年), 山本浩三 ｢議員定数不均衡
と選挙の平等｣ 憲法判例百選 [新版] 28頁 (1968年), 同 ｢議員定数不均衡と選挙の平等｣ 憲法判例百選 [第
３版] 34頁 (1974年), 田口精一 ｢選挙区における議員定数の是正を求める訴｣ 法学研究 (慶應義塾大学) 38
巻３号79頁 (1965年), 中野昌治 ｢公職選挙法別表２と憲法14条１項｣ 法学研究 (愛知学院大学) 11巻２号91
頁 (1967年), 林田和博 ｢公選法別表第２と憲法14条１項｣ 民商法雑誌51巻５号836頁 (1968年), 常本照樹














決(４)を踏襲し, ①投票価値の平等は憲法上の要請であり (憲法14条１項, 15条３項, 44条),
②国民の利害や意見を公正かつ効果的に議会に代表させるための方法としてどのような選





その上で, 衆議院と参議院の権限や任期に関する憲法上の差異から ｢二院制の本旨｣ を




 最高裁昭和58年４月27日大法廷判決 (選挙無効請求事件, 昭和54年 (行ツ) 第65号, 民集37巻３号345頁)｡
本判決については, 村みよ子 ｢議員定数不均衡と参議院の 『特殊性』｣ 憲法判例百選Ⅱ [第２版] 320頁
(1988年), 熊谷道夫 ｢参議院地方区の定数不均衡を理由とする選挙無効請求訴訟の最高裁判決について｣ 選
挙36巻９号１頁 (1983年), 久保田きぬ子 ｢参議院地方選出議員定数訴訟に対する第２の最高裁大法廷判決に
ついて｣ 判例時報1077号３頁 (1983年), 高野真澄 ｢参議院議員定数最高裁判決について｣ ジュリスト794号
13頁 (1983年), 野中俊彦 ｢参議院定数不均衡合憲判決の検討｣ 法学セミナー342号16頁 (1983年), 同 ｢参院
定数不均衡合憲判決についての若干の考察｣ 判例時報1077号７頁 (1983), 松沢浩一 ｢参議院地方選出議員の
国民代表制と定数配分規定合憲判決｣ ジュリスト794号19頁 (1983年)｡
 最高裁昭和51年４月14日大法廷判決 (選挙無効請求事件, 昭和49年 (行ツ) 第75号, 民集30巻３号223頁)｡
本判決については, 芦部信喜 ｢議員定数配分規定違憲判決の意義と問題点｣ ジュリスト617号36頁 (1976年),
伊藤正己・雄川一郎・久保田きぬ子・清水馨八郎・林修三 ｢座談会 議員定数違憲判決をめぐって｣ ジュリ
スト617号14頁 (1976年), 野中俊彦 ｢議員定数配分規定の違憲性と選挙の効力｣ 行政判例百選Ⅱ418頁 (1981
年), 井上典之 ｢衆議院定数訴訟と投票価値の平等｣ 法学セミナー609号91頁 (2005年), 高作正博 ｢議員定数
訴訟の許容性｣ 行政判例百選Ⅱ [第５版] 438頁 (2006年), 山元一 ｢議員定数不均衡と選挙の平等｣ 憲法判
例百選Ⅱ [第５版] 336頁 (2007年), 樋口陽一 『司法の積極性と消極性』 92頁 (1978年), 芦部信喜 『憲法訴
訟の現代的展開』 305頁 (1981年), 佐藤幸治 『現代国家と司法権』 287頁 (1988年), 村みよ子 『｢権利｣ と
しての選挙権』 214頁 (1989年), 野中俊彦 『憲法訴訟の原理と技術』 301頁 (1995年)｡
る｡ また, 参議院議員選挙を全国選出議員と選挙区選出議員に分けることにより, それぞ













このような多数意見に対しては, ３つの補足意見 (伊藤正己裁判官, 宮崎梧一裁判官,
大橋進裁判官), ２つの意見 (横井大三裁判官, 谷口正孝裁判官), ２つの反対意見 (団藤





















 最高裁昭和61年３月27日第１小法廷判決 (選挙無効請求事件, 昭和57年 (行ツ) 第171号, 判例時報1195号66













本件選挙に先立ち, 参議院の選挙方法は昭和57年法律第81号 (以下, ｢昭和57年改正公
職選挙法｣ とする) によって改正されている｡ 昭和57改正公職選挙法以前の公職選挙法は,
参議院議員の選挙を全国選出議員 (全都道府県の区域を通じて選挙される全国区) と地方
選出議員 (都道府県を単位とする選挙区選挙) とに分けていたが, 昭和57年改正公職選挙


















 最高裁昭和62年９月24日第１小法廷判決 (選挙無効請求事件, 昭和62年 (行ツ) 第14号, 判時1273号35頁)｡
本判決については, 野中俊彦 ｢参議院選挙区選出議員の定数配分の不均衡の合憲性｣ 民商法雑誌98巻６号839
頁 (1988年)｡
 最高裁昭和63年10月21日第２小法廷判決 (選挙無効請求事件, 昭和62年 (行ツ) 第127号, 判時1321号123頁)｡








論じる｡ すなわち, 本件選挙まで２度の改正 (１度目は沖縄の復帰に伴う沖縄選挙区への
２議席の追加配分, ２度目は昭和57年の改正(９)) が行われているが, いずれも較差の拡大
を防ぐことを目的とするものではない｡ また昭和43年以降, 参議院選挙区選出議員選挙に





ている中で行われ, ８府県24の選挙区では逆転現象も見られた｡ 本件選挙については, 大




て, 公職選挙法 (平成６年法律第２号による改正前のもの｡ なお, 平成６年法律第２号に




定数配分規定を違憲と判決した (選挙自体は, 事情判決の法理に従い, 無効とされていな
い)｡ 判決では較差の拡大と逆転現象の拡大を問題とし, 以下のように論じられた｡ すな
わち, 参議院選挙区選出議員選挙における議員一人あたりの選挙人の最大較差は昭和37年
の4.09倍から本件選挙時には6.59にまで拡大している｡ このような較差は, ３倍を超えれ
ば ｢憲法の要求にそぐわない状態ではないかとの疑問が生じ｣, ３倍, ４倍を超えれば右
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 昭和57年の改正については, 本稿３を参照のこと｡
 最高裁平成８年９月11日大法廷判決 (選挙無効請求事件, 平成６年 (行ツ) 第59号, 民集50巻８号2283頁),
本件判決については, 川神裕 ｢公職選挙法 (平成６年法律第２号による改正前のもの) 14条, 別表第２の参
議院 (選挙区選出) 議員の議員定数配分規定の合憲性｣ ジュリスト1101号88頁 (1996年), 藤野美都子 ｢参議
院議員定数不均衡訴訟｣ 法学教室・判例セレクト'96・10頁 (1996年), 井上典之 ｢参議院 (選挙区選出) 議
員定数不均衡訴訟大法廷判決｣ 判例評論459号22頁 (1997年), 西村枝美 ｢参議院議員定数不均衡訴訟最高裁
判決｣ 法政研究64巻２号145頁 (1997年), 安西文雄 ｢立法裁量論と参議院選挙区における投票価値の平等―
参議院定数訴訟, 最高裁大法廷平成８年９月11日判決をめぐって―｣ 法学教室196号26頁 (1997年), 辻村み
よ子 ｢議員定数不均衡と参議院の特殊性｣ 憲法判例百選Ⅱ [第５版] 340頁 (2007年)｡
 大阪高裁平成５年12月16日判決 (選挙無効請求事件, 平成４年 (行ケ) 第５号, 判例時報1501号83頁)｡ 本判
決については, 井上典之 ｢参議院議員定数不均衡訴訟違憲判決｣ ジュリスト・平成５年度重要判例解説244頁
(1994年)｡
疑問は ｢相当深刻｣ であり, ６倍を超える格差は ｢憲法の趣旨に照らして到底容認できな
い憲法違反の状態｣ とされる｡ また, 逆転現象に関しては合理的な理由に基づくものであ
ることが主張, 立証されない限り, ｢違憲状態であるとの疑いを免れない｣ というべきと
された｡ 参議院議員選挙における逆転現象は, 昭和61年には20例だったものが本件選挙時
では24例に増加している｡ このような状況にもかかわらず, 国会が不平等状態を回避, 是
正する何らの措置を講じてこなかったことは, 定数配分規定の改正が国会の裁量的権限に
係わるものであることを考慮しても, 許される限界を超えていると判断された｡
























この多数意見に対しては, 意見 (園部逸夫裁判官), 反対意見 (大野正男裁判官, 高橋
久子裁判官, 尾崎行信裁判官, 河合伸一裁判官, 遠藤光男裁判官, 福田博裁判官), ３つ




 東京高等裁判所平成６年４月26日判決 (選挙無効請求事件, 平成４年 (行ケ) 第160号, 判例時報1511号63頁)｡
本判決についての評釈として, 安西文雄 ｢参議院議員定数不均衡訴訟｣ 法学教室・判例セレクト'94・10頁
































 最高裁平成10年９月２日大法廷判決 (選挙無効請求事件, 平成９年 (行ツ) 第104号, 民集52巻６号1373頁)｡
本判決については, 岩間昭道 ｢参議院議員定数不均衡訴訟｣ 法学教室・判例セレクト'98・６頁 (1998年),
西川知一郎 ｢１ 公職選挙法14条, 別表３の参議院 (選挙区選出) 議員の議員定数配分規定の合憲性, ２
同一選挙区内の複数の選挙人が提起する選挙の効力に関する訴訟と類似必要的共同訴訟｣ ジュリスト1148号
327頁 (1999年), 高見勝利 ｢参議院議員定数配分不均衡訴訟｣ ジュリスト・平成10年度重要判例解説18頁
(1999年), 小林武 ｢公職選挙法14条, 別表第３の参議院 (選挙区選出) 議員の議員定数配分規定の合憲性―









多数意見に対しては, 意見 (園部逸夫裁判官), 反対意見 (尾崎伸行裁判官, 河合伸一
裁判官, 遠藤光男裁判官, 福田博裁判官, 元原利文裁判官), ２つの追加反対意見 (尾崎
行信裁判官, 福田博裁判官による追加反対意見と遠藤光男裁判官による追加反対意見) が





























視する｡ また, 付加配分する選挙区をできる限り少なくすることは, 直接的にも間接的に
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 衆議院議員の選挙制度の仕組みと異なる選挙制度の仕組みが必ずしも投票価値の平等を損なうことにはなら





































 最高裁平成12年９月６日大法廷判決 (選挙無効請求事件, 平成11 (行ツ) 第241号, 民集54巻７号1997頁),
本判決については, 只野雅人 ｢参議院議員選挙区選挙定数不均衡訴訟｣ ジュリスト・平成12年度重要判例解
説20頁 (2001年), 井上典之 ｢公職選挙法14条, 別表第３の参議院 (選挙区選出) 議員の議員定数配分規定の
合憲性｣ 民商法雑誌124巻６号822頁 (2001年), 西川知一郎 ｢公職選挙法14条, 別表第３の参議院 (選挙区選









この多数意見に対しては, 反対意見 (河合伸一裁判官, 遠藤光男裁判官, 福田博裁判官,




















その行為を行った (ないしは不作為であった) 目的ないし理由, これに関する諸事情が具
体的に問われなければならないとした上で, このことは国会の立法裁量についても当ては
まると論じる (このような審査を福田裁判官は ｢内容審査｣ と称している)｡ すなわち,
憲法が投票価値の平等を要求していることからすると, 有権者に平等な投票の機会を与え











とする｡ したがって, 民主主義の基本である投票価値の平等の問題については, 司法と立























 最高裁平成18年10月４日大法廷判決 (選挙無効請求事件, 平成17 (行ツ) 第247号, 民集60巻８号2696頁｡ 本
判決については, 上脇博之 ｢参議院選挙区選挙の最大較差5.13倍を違憲とはしなかった2006年最高裁大法廷判
決｣ 速報判例解説vol.1・９頁 (2007年), 木下智史 ｢参議院議員定数配分規定の合憲性 (平成18.10.4最高大判)｣
ジュリスト・平成18年度重要判例解説６頁 (2007年), 多田一路 ｢参議院議員選挙における定数配分の合憲性｣
法学セミナー626号116頁 (2007年), 谷口豊 ｢公職選挙法 (平成18年法律第52号による改正前のもの) 14条,
別表第３の参議院 (選挙区選出) 議員の議員定数配分規定の合憲性｣ ジュリスト1337号100頁 (2007年), 同
｢公職選挙法 (平成18年法律第52号による改正前のもの) 14条, 別表第３の参議院 (選挙区選出) 議員の議員
定数配分規定の合憲性 (平成18.10.4最高大判)｣ 法曹時報60巻10号178頁 (2008年), 野中俊彦 ｢公職選挙法
(平成18年法律第52号による改正前のもの14条, 別表第３の参議院 (選挙区選出) 議員の議員定数配分規定の
合憲性｣ 民商法雑誌136巻３号348頁 (2007年), 中谷実 ｢公職選挙法 (平成18年法律第52号による改正前のも
の) 14条, 別表第３の参議院 (選挙区選出) 議員の議員定数配分規定の合憲性)｣ 判例評論586号164頁 (2007













る法律案が国会に提出され, 平成18年６月１日に成立している (平成18年法律第52号, 以





た｡ (なお, 多数意見は, 今後も国会においてこれまでの制度の枠組みの見直しも含め,
選挙区間における投票価値の較差をより縮小するための検討を継続をすることが憲法の趣
旨に添うと付言されている)｡
この多数意見に対しては５つの補足意見 (藤田宙靖裁判官, 甲斐中辰夫裁判官, 津野修
裁判官, 今井功裁判官, 那須弘平裁判官) と５つの反対意見 (横尾和子裁判官, 滝井繁男
裁判官, 泉徳治裁判官, 才口千晴裁判官, 中川了滋裁判官) が付されている｡
５つの補足意見は大きく２つのタイプに分けることができる｡ ①本件選挙における１対





官, 今井裁判官による補足意見, ②としては津野裁判官, 那須裁判官である｡
①のタイプの中でも, 国会の定数不均衡を是正する立法裁量権の行使について, 平成16
年大法廷判決から本件選挙までの期間と本件選挙後に行われた是正への取り組み取り組み



























































の改正が行われてきている｡ １度目の改正は, 昭和25年である｡ 参議院議員選挙法は公職
選挙法と改められ, それまで別の法律により規定されていた衆議院議員, 参議院議員, 地
方公共団体の議会・長の選挙などが単一の法律に統合された｡ その後, 昭和45年には沖縄




は参議院選挙区選出議員選挙の議員定数を８増８減 (改選議員定数４増４減) した｡ 平成
12年には定数削減 (252人から242人へ) と非拘束名簿式比例代表制を導入し, 平成18年に
は選挙区選出議員定数を４増４減 (改選議員定数２増２減) した｡
参議院議員選挙法制定当時, 選挙区間における議員一人あたりの人口の最大較差は, １













しかし, 昭和58年最高裁判所大法廷判決において, 多数意見は, 投票価値の平等が憲法
上の要請であるとした上で (憲法14条１, 15条３項, 44条), 公職選挙法が参議院議員選
挙を全国選出議員と選挙区選出議員に分けることについては, 国民各自, 各層の利害や意
見を公正かつ効果的に国会に代表させるための方法として合理性を欠くものではないとし




い不平等状態｣ を生じており, それが ｢相当期間｣ 継続し, このような状況の中で何らの
不平等是正措置を講じないことが, 国会の裁量権の限界を超えると判断される場合である





この枠組みの下で ｢違憲状態｣ との判決が下されたのが, 平成８年最高裁判所大法廷判
決である｡ ここでは最大較差１対6.59 (逆転現象は８府県24通り) が争われたが, ｢投票
価値の平等の有すべき重要性に照らして, もはやとうてい看過することができないと認め
られる程度に達していた｣ として, ｢違憲の問題が生ずる程度の著しい不平等状態が生じ





所大法廷判決 (②事件) もこの判断枠組みの下にあると考えることができる｡ しかし, こ
の枠組みには, 参議院においてどの程度まで投票価値の較差は許容されるのか, ｢相当期





た基準を提示しているわけではない｡ しかし, 判例を概観すると, 平成８年大法廷判決に
おいて１対6.59の較差を違憲状態と判断しており, 次に較差の大きかった１対5.85 (昭和







平成16大法廷年判決 (②事件) で争われたのは１対5.06であることからすると, この程
度の較差は合憲との判断がなされることは想定の範囲内ということができる｡ しかし, 合
憲と判断された理由として最も大きく考慮されたのが, 平成12の公職選挙法の改正の目的








































 多数意見に付された補足意見１と２の違いについて検討した論考として, 東京大学判例研究会 (姜光文執筆)
｢２ 公職選挙法14条, 別表第３の参議院 (選挙区選出) 議員の議員定数配分規定の合憲性｣ 法学協会雑誌
123巻５号254頁 (2006年)｡ ここでは, 定数訴訟における従来の最高裁判所の立法裁量論を, ①立法当初にお
ける国会の裁量権行使の合理性の判断 (立法当初の裁量問題), ②較差が拡大した際の国会の裁量権行使の適

























田追加反対意見, 滝井追加反対意見, 泉追加反対意見) がある｡
上述のように, 多数意見は, 補足意見１と２の間に見解の相違があるものの, １対5.06
の較差を合憲と判断しているが, このような較差については従来から批判があるところで
あり, ｢一般の感覚からすれば, かなりかけ離れているとの印象を拭い去ることはできな












 原田一明 ｢参議院議員の選挙制度と立法裁量｣ ジュリスト1179号20頁 (2000年)｡
 相当期間についての詳細な検討として, 井上・前掲注187頁｡
しかし, 最高裁判所の判例を概観すると, 平成８年判決の基準は, 確立した基準とは言
い難いようにも思われる｡ それを示すのが平成18年最高裁判所大法廷判決であろう｡ ここ
















憲法47条は, ｢選挙区, 投票の方法その他両議院の議員の選挙に関する事項は, 法律で
これを定める｣ とし, 選挙制度の設定に関する立法裁量を保障している｡ しかし, その裁
量に対して憲法上どのような制約がありうるのか｡
この点について, 最高裁判所は, かなり広い立法裁量を認めていると読み取ることがで
きよう｡ すなわち, ①事件の判決において, 最高裁判所は, 選挙制度の目標を ｢公正かつ
効果的な代表を選出する｣ という点に置き, 政治の安定の要請や国の実情に照らしてなが
ら検討されるもので, 論理的に要請される一定不変の形態が存在するわけではないと論じ
ている(23)｡ したがって, 国会の裁量権の行使が違憲となるのは, 憲法43条により課される
制約や法の下の平等など憲法上の要請に違反するために, 立法裁量の限界を超え是認する
ことができないような場合であるとした｡
このような立場からは, 憲法上, 特定の１つの選挙制度だけが導かれるのではなく, 複
数の採用可能な選挙制度が導き出されることとなるであろう｡ そうであれば, 採用しうる
複数の選挙制度の中から１つを選択したとしても ｢違憲｣ と判断されることはないと言え




 これに対して, 憲法15条は小選挙区制度を要請していると考える学説もある｡ これによると, 憲法15条１項
が公務員の罷免についても国民固有の権利としていることから, 国民には国会議員を ｢落選させる権利｣ が
保障されるべきであるとする｡ すなわち, 次の選挙の時に罷免させたい国会議員の行動を評価し, 再選を拒
むことは認められなければならないとされる｡ このような観点から, 憲法15条は小選挙区制度を要請してお
















つの補足意見, それら補足意見に対する追加補足意見, 反対意見が付されており, 次回選
挙での違憲判決を示唆する警告とも見受けられる意見も付され判断が分かれていることが
うかがえることから, 僅差の合憲判決であったと言うことができる｡ しかし, 平成16年判
決の多数意見はそれまでの参議院議員選挙における最高裁判所の審査基準を新たに築くも








いる｡ その上で, 違憲立法審査権を行使する権限と義務を有する司法は, 立法府との鋭い
対立があったとしても厳正に判断を行わなければならないとし, 司法審査権を行使する姿
勢そのものを問うている｡
このような一連の流れの中で, 平成16年判決に付された反対意見 (福田博裁判官, 梶谷
玄裁判官, 深澤武久裁判官, 濱田邦夫裁判官, 滝井繁男裁判官, 泉徳治裁判官) では, 近
年議論されている ｢憲法裁判所｣ 創設までも意識した上で, 民主主義における投票価値の
重要性とそれが損なわれている場合における司法の役割の大きさを強調されている｡ さら
に, 多数意見に同意しながらも立法府に較差是正の根本的な改正を求める補足意見１ (亀
山継夫裁判官, 横尾和子裁判官, 藤田宙靖裁判官, 甲斐中辰夫裁判官), 現在の状況を選
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を生じており, かつ, それが ｢相当期間｣ 継続し, このような状況の中で何らの不平等是
正措置を講じないことが, 国会の裁量権の限界を超えると判断される場合である, といっ
た判断枠組みが示された｡ このような枠組みの中で, 最高裁判所は, 衆議院の選挙制度よ
りも参議院の選挙制度の決定に対してより広い立法裁量権を認め, その結果, 衆議院に対
する合憲性審査よりも参議院に対する審査をより緩やかに行ってきた｡
本稿で中心的に検討した平成16年最高裁判所大法廷判決も, 昭和58年判決における判断
枠組みを超えるものではない｡ しかし, 多数意見の中にも立法者による定数是正が進まな
いことにいらだちを隠しきれないという事を見て取ることができる｡ その一因を最高裁判
所自身の姿勢によるところも多いと自省しながらも, 民主制における司法権の役割, 違憲
立法審査権の役割の重要性を説きながら, 最高裁判所は国会に対して較差是正に向けての
努力を求める姿勢を強めているということができる｡
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